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  当社では長年にわたり大型リチウムイオン二次電池の開発を実施し，2010 年度には実証工場

で生産した 50Ah 級電池の出荷を始めた．また，今後の市場拡大が期待される分野としてリチウム

イオン二次電池を用いた定置用電力貯蔵システムや移動体用パワートレインシステムなどの製品

開発を進めている．大型リチウムイオン二次電池は内部抵抗が低く短絡した際の電流が大きいた

め取扱いには十分な注意が必要であるが，当社では開発の初期段階から大型リチウムイオン二

次電池に適したモジュール構造，制御・監視回路，パワーコンディショナーなどを検討すること

で，信頼性の高いシステムを開発している． 

  

   

 
 
|1. はじめに 

海外では風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入拡大が進められており，

米国では，オバマ大統領が 2025 年までにエネルギー全体の 25％で再生可能エネルギーを導入

するという連邦 RPS 制度を提案している．また EU でも 2020 年までに最終エネルギー消費量に占

める再生可能エネルギーの割合を 20％とする戦略を発表している．一方、日本では 2011 年３月

に発生した東日本大震災に伴う原子力発電の事故の影響もあり，再生可能エネルギーの導入を

加速する動きがある． 

各国の目標の達成は，現状技術だけでは実現が困難であり，エネルギー分野においていくつ

かの課題解決が必要と考えられる．特に風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーは

天候による出力変動が起こりやすいため，出力変動を抑制する技術が必要となり，大型二次電池

で再生可能エネルギーを蓄えて平滑化する技術が有望視されている．そこで，国内外で各種電

池を用いた再生可能エネルギーの系統連系円滑化システムの実証試験が始まり，日本でも複数

の国家プロジェクトが立ち上がった．特に 2006 年度から始まった(独)新エネルギー・産業技術総

合開発機構(NEDO)による系統連系円滑化蓄電システム技術開発，2010 年から始まった蓄電複

合システム化技術開発などのプロジェクトは，リチウムイオン二次電池を用いた大型電力貯蔵シス

テムの開発を推進する役割を果たしている(1)． 

当社は九州電力(株)との共同研究により，長年にわたり移動体用及び定置用に適した大型リチ

ウムイオン二次電池の開発を進めてきた(1)．ここでは，主にNEDO研究による開発事業の一環とし

て 2006 年度から行ってきた系統連系円滑化蓄電システム技術開発と最新の大型電力貯蔵シス

テムの開発成果について記載する． 
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|2. セル開発 

系統連系円滑化蓄電システムは，太陽光や風力の発電サイトの規模に応じて数百～数万kWh

という大容量になり，運用面やコスト面を考慮すると，以下のようにいくつかの高い性能が要求さ

れる． 

・ 高いエネルギー密度(軽量・コンパクト化) 

・ １～２C のハイレート充放電 (軽量・コンパクト化) 

・ 10 年以上の寿命 (低コスト化) 

・ 大型化による部品点数低減(低コスト化) 

リチウムイオン電池の基本構造には円筒型，角型，ラミネートタイプなどがあるが，系統連系円

滑化蓄電システムの場合，大きい単電池容量が要求され，コンパクト化，放熱能力などを考慮し

て図１に示すような金属容器を用いた角型構造を選定した．NEDO 研究で開発した電池の仕様

を表１に示す． 

   
 表 1 NEDO 研究で開発した電池の 

仕様 

  項目 仕様 

  セル寸法(mm) 116W×66.5D×175H

  セル重量(kg) 2.7 

  運用電圧範囲(V) 3.1～4.15 

  平均電圧(V) 3.8 

  セル容量(Ah) 91＠1C 

    

 図１ 角型積層電池の概略構造    

     

この電池は当初開発していた電池に比べて内部抵抗を下げることで，大電流の充放電にも耐

えられるようになっている．図２に電流レートと放電容量の関係を示す．0.2C で放電した場合の容

量に対し，２C での放電容量は８％程度しか下がっておらず，比較的大電流に強い電池と言え

る． 

 

図２ 各電流レートにおける放電容量 

寿命評価としては風車実機の発電出力を基に時定数 30 分で平滑化することを想定した充放

電モードで実施した．充放電パターンを図３(a)及び図３(b)に示す． 

試験は，下記①～⑤のとおりセルの充電状態を充電率（SOC：State of Charge）50％に設定して

図３(a)の負荷パターン(全体として充電方向に進行)と図３(b)の負荷パターン(全体として放電方向

に進行)を繰り返し実施することにより行った．評価温度は，25℃，40℃，50℃の３条件とした． 
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①0.2C で初期容量の確認をする． 

②SOC50％の状態から，図３(a)の充電パターンを用いて SOC80％になるまで充電を行う． 

③図３(b)の充放電パターンを用いて SOC20％になるまで充放電を繰り返す． 

④試験方法２～３を１サイクルとし繰り返し実施する． 

⑤0.2C で容量確認をする． 

風力発電平滑化を模擬したサイクル寿命試験の結果を図４に示す． 

図３ 風力発電平滑化を模擬した充放電パターン 

 

図４ 風力発電平滑化を模擬したサイクル寿命試験 

セル容量の経時変化は，経過時間の 1/2 乗でほぼ直線近似できることを確認した．容量劣化

率のアレニウスプロットを試みたところ，容量劣化率の温度依存性はアレニウスプロットで近似可

能であることを確認された．本結果から常温付近で寿命判断基準を初期容量の 70％とした場合，

寿命は約 10 年と試算した．10 年間という寿命は，民生用の小型リチウムイオン二次電池に比べる

と長いと考えられるが，風車や太陽光パネルの耐用年数と比較すると更なる改善が必要である．

電池内部の温度分布を計測すると，１C の充放電では約８℃内部温度が上昇していたことから，

温度上昇も劣化原因の一つと推測される．今後の電池の主な改良方針を以下に記す． 

・ 温度分布，電流分布を考慮した最適サイズ，最適構造 

・ 安定した電極活物質の選定 

・ 電極の表面反応を考慮した電解液及び電解液添加剤の選定 

この電池を用いた安全性試験の結果を表２に示す．試験は国連の輸送規程の条件を採用し

た．この条件はセルの輸送の為の安全基準となる試験方法が記されており，結果として各試験条

件において判定基準を満たすことを確認した． 
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 表２ 国連の輸送規程に基づいた安全性試験結果 

 試験結果 

 
試験項目 試験内容 

破裂 発火 電圧低下 温度上昇

 高度試験 20±5℃，11.6kPa 以下に 6h 放置 無 無 >90％ - 

 温度試験 -40℃～75℃振幅 無 無 >90％ - 

 振動 周波数：7Hz～200Hz，加速度：最大 8G 無 無 >90％ - 

 衝撃 加速度：50G 無 無 >90％ - 

 外部短絡 短絡抵抗：0.1Ω，電池温度：55℃ 無 無 >90％ - 

 衝突 9.1kg の重りを 61cm の高さから落下 無 無 - ≦170℃

 強制放電 最大放電電流（2C）で放電する 無 無 - - 

    

|3. システム開発 

前報では 100kWh 級の系統連系円滑化蓄電システムを試作し，大型蓄電池によるセルバラン

ス機能や系統連系運転の予備評価結果について紹介した(2)．その後の開発により，実際の再生

可能エネルギーに繋げる為の系統連系円滑化蓄電システムの実証試験機を開発し，当社の長

崎県諫早工場に設置されている太陽電池パネルに接続して 2010 年９月より試験運転を行ってい

る．このシステムは 30kWh 級電池ユニット盤２台を双方向チョッパで繋げたシステムをさらにイン

バータを介して並列化した 120kWh 級のミニモデルであり，100kW 太陽光発電設備の出力平滑

化運転を実施している．全体のシステム構成を図５，設置状況の写真を図６に示す． 

上記制御における各種パラメータを表３に示す． 

  

  

図５ 系統連系円滑化蓄電実証システムの構成  
   

 表３ 太陽光発電出力平滑化 

制御パラメータ 

システム運転時間 5-20 時 

平滑化指令 移動平均（平均時間 20 分）

制御目標：50％ 
SOC 維持制御 

制御ゲイン：800W/kWh

SOC 運用範囲 20 -80％ 

 

 

図６ 系統連系円滑化蓄電実証システムの外観   
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連続運転による太陽電池出力と平滑化後送電端電力(太陽光+Li 電池)の推移を図７(a)～(b)に

示す．これより，太陽電池出力に対し，送電端電力が滑らかに出力されていることを確認した．ま

た，平滑化効果の評価については，分散型電源の系統連系により LFC(負荷周波数制御)への悪

影響が懸念されていることを踏まえ，LFC が対象とする変動周期(数分～十数分)における変動抑

制度合いを指標とした評価を行うこととした．図８(a)～(b)に示した電力スペクトル分布において，

値の小さい方が平滑化効果は高い，つまり LFC への悪影響が緩和されていることを意味する．な

お、対象周期内の電力変動について送電端電力が太陽電池出力よりも小さくなっているが，これ

はインバータや双方向チョッパなどによる電力損失の影響を受けているためである． 

図７ 太陽電池出力と平滑化後送電端出力の推移の一例 

図８ 電力スペクトル分布の一例 

また，本制御にはインバータなどにおける電力変換損失の影響で SOC が徐々に減少してしま

うという課題解決の為の SOC 維持制御についても検証を行った．実際の太陽光発電の平滑化試

験時の SOC 推移の例を図９に示す．また，10 月における各日毎の SOC 使用範囲を図１０に示

す．これより，平滑化運転開始，終了時の充電率が 40±10％程度に維持され，同制御が長期連

続運転を可能とするものであることを確認した．一方で，太陽電池出力の急変時には平滑化に必

要な充放電を行っており，同制御が平滑化性能に悪影響を与えていないことを確認した．なお，

制御目標である 50％付近から運転を開始してもインバータなどにおける電力変換損失，補機動

力の損失により 40％付近まで電池充電率が低下しているが，これは制御ゲインを調整することに

より充電率をさらに目標値に近づけることは可能である．しかしながら平滑化性能への悪影響を

考慮した点，及び電池としては幅広い SOC 範囲で連続運転が可能である点から，過度の調整は

実施していない． 
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図９ 太陽光発電平滑時の電池の SOC 推移 

(12 月 11 日) 

 図１０ 連続運転期間中の SOC 使用範囲 

(10 月) 

|4. 実用化へ向けた仕様検討 

系統連系円滑化蓄電システムの最適化を図るため，上記の実証試験の結果を踏まえ，太陽光

発電向け系統連系円滑化蓄電システムにおける最適なインバータ容量，及び電池容量の検討を

行った． 

(1) インバータ容量の検討 

インバータ容量の検討を行うに当たり，インバータがどの程度の範囲で出力を行っているか

検討するために，実証試験中の 2010 年９月から 2011 年２月までの連続運転データからイン

バータ出力の累積分布を算出した．図１１にインバータ出力の累積分布と，現在のシステムで

使用している 150kVA×２式のインバータ効率テーブルを示す．この結果から，インバータ効率

テーブルとインバータ出力分布の比較を行うと，今回使用した 100kW 太陽光発電設備におい

て平滑化指令に 100％応じるにはインバータ容量は 80kVA 必要となることが確認された．  

 
図１１ インバータ出力累積分布とインバータ効率テーブル 

しかしながら，インバータ出力の 99％は 40kW 以内であり，インバータ効率が低い部分での

運転となっていることが分かった．つまり，インバータ容量が 40kVA あれば平滑化指令の 99％

に応じることができ，ほとんどの時間で変換効率の高い領域での運転頻度を増加させることが

できる．よって，系統連系円滑化蓄電システムの最適なインバータ容量はその環境や発電設

備によって異なるが，今回の実証地域の太陽光発電では，経済性・システム運用効率を考慮

すると発電出力の 40％程度が適当であると考えられる． 

(2) 電池容量の検討 

電池容量の検討を行うに当たり，今回の試験で得られた計測データを使用して，シミュレー

ションを行った．シミュレーションに使用するモデルユニットは，太陽電池の定格出力にあわせ

て，100kW 級システム構成(１列インバータ，３並列双方向チョッパ)とし，電池容量は，25～

100kWh で実施した．なお，いずれも制御ゲインは 400W/kWh，目標充電率は 50％とした． 
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シミュレーションの結果，図１２に示すように電池容量が大きければ，目標充電率に近い運転

が可能であるが，25kWh の場合でも 20～80％の範囲内で運用できることを確認した．以上の

結果より，100kWの太陽電池に対して，25kWh程度の電池容量があれば運用可能であり，さら

にほとんどの期間において，充電率が 50±20％程度の範囲で運用できていることから，電池に

も優しい運用が可能であると考えられる． 

図１２ 連続運転期間中の SOC 使用範囲(10 月) 

(3) メガソーラ向け系統連系円滑化蓄電システムの全体構成案 

前項にて，双方向チョッパとインバータを介してユニットを並列化した系統連系円滑化蓄電

システムを提案し，シミュレーションしたが，更なるシステム効率の向上を図るためには，双方向

チョッパを無くした高効率インバータを使用することが望ましいと考えられる．インバータ容量を

40kVA として実際の太陽光発電のデータからシステム効率をシミュレーションすると，90％近い

効率で運転できることが分かった． 

これまでの試験結果及び上記の計算結果から，５MW 級のメガソーラ向け系統連系円滑化

蓄電システムを検討すると，２MW 容量のインバータを使用し，1.25MWh 程度の電池を使用す

るシステム構成が適当と考えられる．図１３に提案したシステム構成を示す．本システムの

500kW 級ユニット充放電装置は，インバータ１台に対して，リチウム電池盤が 10 台並列接続さ

れる構成とし，ユニット充放電装置を４台並列接続することで２MW システムを構成する．電池

容量については，電池盤の最小単位を現状のシステムと同様の 33kWh とし，１つのユニット充

放電装置で 330kWh，システム全体で 1320kWh となる． 

図１３ メガソーラ向けの系統連系円滑化蓄電システムの最適構成案 
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本システムは一例であり，前項でも述べたように使用環境や系統の状況によって，最適なイ

ンバータ容量・電池容量は変化するが，今回の成果を利用して再生可能エネルギーの各発電

サイトに適合した系統連系円滑化蓄電システムを提供できると考えられる． 

|5. まとめ 

米国，欧州，日本は，2020 年代には電気エネルギーの 20％以上を再生可能エネルギーで賄

うという計画を発表している．再生可能エネルギーのうち，太陽光発電や風力発電は不安定なエ

ネルギー源であるため，系統連系円滑化蓄電システムの必要性が高まると予想されるが，このシ

ステムには高性能で低コストな大型二次電池及びその超並列システムの制御技術が必要であ

る．当社では NEDO 及び九州電力(株)との共同研究を通して大型リチウムイオン二次電池とその

電池を直並列化した 120kWh 級の蓄電システムを開発し，長崎県諫早市の太陽光発電サイトで

系統連系円滑化運転を実施することにより，実用化の為の課題を抽出した．今後，電池の高性能

化・低コスト化を進めるとともに，さらに大型で輸送・設置が容易な標準システムを開発する必要が

あるが，できるだけ多くの再生可能エネルギー発電サイトでこのシステムの実証試験を行い，早期

商品化を図りたい． 
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